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　７．財務諸表の正確性等にかかる確認�

確　認　書
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　Ⅱ．損益の状況�

　１．最近の５事業年度の主要な経営指標

（単位：千円、口、人、％）

項　　　目 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

経常収益（事業収益） 6,293,035 6,461,446 6,075,623 4,568,242 4,171,811

信用事業収益 1,300,265 1,517,554 1,550,233 1,479,238 1,306,279

共済事業収益 744,430 663,432 654,580 612,161 603,279

農業関連事業収益 3,661,574 3,579,826 3,402,465 2,152,265 2,005,360

その他事業収益 586,766 700,634 468,345 324,578 256,893

経 常 利 益 120,266 101,148 140,081 305,678 184,646

当 期 剰 余 金 51,939 129,861 46,531 143,196 114,018

出 資 金

（ 出 資 口 数 ）

2,224,965

（2,224,965）

2,263,130

（2,263,130）

2,240,240

（2,240,240）

2,232,383

（2,232,383）

2,311,959

（2,311,959）

純 資 産 額 4,380,562 4,517,529 4,508,445 4,622,690 4,744,738

総 資 産 額 90,256,918 94,698,243 94,244,150 97,819,637 96,868,469

貯 金 等 残 高 83,238,114 86,823,995 86,770,950 90,379,727 89,093,735

貸 出 金 残 高 40,638,950 43,308,780 46,774,933 47,397,026 46,114,847

有 価 証 券 残 高 298,735 273,745 246,249 207,754 169,783

剰余金配当金額 32,756 33,778 22,105 32,871 26,738

出 資 配 当 額 32,756 33,778 22,105 32,871 26,738

事業利用分量配当額 − − − − −

職 員 数 331 339 339 317 312

単体自己資本比率 12.34 11.12 11.53 11.53 11.90

（注）	１．事業区分は、農業協同組合法施行規則の改正により、平成15年度から新たな区分となっています。

	 ２．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

	 ３．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

	 ４．信託業務の取り扱いは行っていません。

　２．利益総括表

（単位：千円、％）

項　　　　目 平 成 2 1 年 度 平 成 2 2 年 度 増 　 　 減

資 金 運 用 収 支 1,151,181 1,053,200 △97,981

役 務 取 引 等 収 支 43,878 42,912 △966

その他信用事業収支 △185,213 △183,132 △2,081

信 用 事 業 粗 利 益

（信用事業粗利益率）

1,009,846

（ 1.14 ）

912,980

（ 1.01）

△96,866

（△0.13）

事 業 粗 利 益

（ 事 業 粗 利 益 率 ）

1,967,672

（ 2.07 ）

1,830,213

（ 1.88）

△137,459

（△0.19）

（注）信用事業粗利益率＝信用事業粗利益÷信用事業資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

事業粗利益率＝事業粗利益÷総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
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　３．資金運用収支の内訳

（単位：千円、％）

項　　　目
平成21年度 平成22年度

平均残高 利　息 利　回 平均残高 利　息 利　回

資 金 運 用 勘 定 88,587,655 1,396,674 1.58 90,422,350 1,237,574 1.36

う ち 預 金 41,017,883 302,739 0.74 43,734,984 254,595 0.58

う ち 有 価 証 券 220,125 3,022 1.37 184,000 2,392 1.30

う ち 貸 出 金 47,349,647 1,090,913 2.30 46,503,366 980,587 2.11

資 金 調 達 勘 定 87,709,343 245,492 0.28 89,905,316 184,374 0.21

うち貯金・定期積金 87,600,526 245,261 0.28 89,702,712 184,045 0.21

うち譲渡性貯金 65,369 81 0.12 162,739 203 0.12

う ち 借 入 金 43,448 150 0.35 39,865 126 0.32

総 資 金 利 ざ や ー ー 0.59 ー ー 0.48

（注）	１．総資金利ざや＝資金運用利回りー資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）

	 ２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連（又は中金）からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、

	 　特別対策奨励金等奨励金が含まれています。

　４．受取・支払利息の増減額

（単位：千円）

項　　　目 平成21年度増減額 平成22年度増減額

受 　 取 　 利 　 息 △ 3 3 , 4 8 1 △ 1 5 9 , 1 0 0

う ち 預 金 △ 3 3 , 5 1 3 △ 4 8 , 1 4 4

う ち 有 価 証 券 △ 5 4 1 △ 6 3 0

う ち 貸 出 金 5 7 3 △ 1 1 0 , 3 2 6

支 　 払 　 利 　 息 △ 3 8 , 5 5 3 △ 6 1 , 1 1 8

うち貯金・定期積金 △ 3 8 , 3 7 8 △ 6 1 , 2 1 6

う ち 譲 渡 性 貯 金 △ 6 6 1 2 2

う ち 借 入 金 △ 1 0 9 △ 2 4

差 し 引 き 5 , 0 7 2 △ 9 7 , 9 8 2

（注）	１．増減額は前年度対比です。

	 ２．受取利息の預金には、信連（又は中金）からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策

　奨励金等奨励金が含まれています。
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　Ⅲ．事業の概況�

　１．信用事業

（1）貯金に関する指標

　①　科目別貯金平均残高

� （単位：百万円，％）

種　　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

流　動　性　貯　金 27,982  （31.9） 28,601  （31.8） 619

定　期　性　貯　金 59,491 （67.9） 60,989 （67.9） 1,498

そ の 他 の 貯 金 128 （0.1） 113 （0.1） △15

計 87,601 （99.9） 89,703 （99.8） 2,102

譲　渡　性　貯　金 65 （0.1） 163 （0.2） 98

合　　　　　計 87,666 （100.0） 89,866 （100.0） 2,200

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金

	 ２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

	 ３．（　）内は構成比です。

　②　定期貯金残高

（単位：百万円，％）

種　　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

定 期 貯 金 55,919（100.0） 56,664（100.0） 745

うち固定金利定期 55,899 （99.9） 56,644 （99.9） 745

うち変動金利定期 20 （0.1） 20 （0.1） 0

（注）	１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金

	 ２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金

	 ３．（　）内は構成比です。
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（2）貸出金等に関する指標

　①　科目別貸出金平均残高

� （単位：百万円）

種　　　　類 平成21年度 平成22年度 増　　減

手 形 貸 付 1,163 923 △240

証 書 貸 付 45,524 44,824 △700

当 座 貸 越 663 756 93

割 引 手 形 0 0 0

合　　　　計 47,350 46,503 △847

　②　貸出金の金利条件別内訳残高

（単位：百万円，％）

種　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

固 定 金 利 貸 出 28,510 （60.1） 28,058 （60.8） △452

変 動 金 利 貸 出 18,003 （38.0） 17,202 （37.3） △801

そ の 他 884 （1.9） 854 （1.9） △30

合　　　計 47,397 （100.0） 46,114 （100.0） △1,283

（注）	 １．（　）内は構成比です。

	 ２．その他は当座貸越、無利息等固定、変動の区分がないものです。

　③　貸出金の担保別内訳残高

� （単位：百万円）

種　　　　類 平成21年度 平成22年度 増　　減

貯金・定期積金等 808 697 △111

有 価 証 券 0 0 0

動 　 産 0 0 0

不 動 産 31,145 29,047 △2,098

そ の 他 担 保 物 197 192 △5

小　　　計 1,005 889 △116

農業信用基金協会保証 8,128 8,008 △120

そ の 他 保 証 2,860 4,166 1,306

小　　　計 10,988 12,174 1,186

信 　 用 4,259 4,004 △255

合　　　計 47,397 46,114 △1,283
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　④　債務保証の担保別内訳残高

� （単位：百万円）

種　　　　類 平成21年度 平成22年度 増　　減

貯金・定期積金等 0 0 0

有 価 証 券 0 0 0

動 　 産 0 0 0

不 動 産 9,932 11,196 1,264

そ の 他 担 保 物 0 0 0

小　　　計 9,932 11,196 1,264

信 　 用 1,056 978 △78

合　　　計 10,988 12,174 1,186

　⑤　貸出金の使途別内訳残高

（単位：百万円，％）

種　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

設 備 資 金 41,294 （87.1） 40,454 （87.7） △840

運 転 資 金 6,103 （12.9） 5,660 （12.3） △443

合　　　計 47,397 （100.0） 46,114 （100.0） △1,283

（注）	（　）内は構成比です。

　⑥　貸出金の業種別残高

� （単位：百万円，％）

種　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

農 業 601 （1.3） 555 （1.2） △46

林 業 0 （0.0） 0 （0.0） 0

水 産 業 33 （0.1） 33 （0.1） 0

製 造 業 514 （1.0） 742 （1.6） 228

鉱 業 16 （0.1） 17 （0.1） 1

建 設・ 不 動 産 業 4,829 （10.2） 4,563 （9.8） △266

電気・ガス・熱供給水道業 330 （0.7） 724 （1.6） 394

運 輸・ 通 信 業 556 （1.2） 636 （1.4） 80

金 融・ 保 険 業 474 （1.0） 512 （1.1） 38

卸売・小売・ｻｰﾋﾞｽ業・飲食業 2,805 （5.9） 3,504 （7.6） 699

地 方 公 共 団 体 1,336 （2.8） 693 （1.5） △643

非 営 利 法 人 0 （0.0） 0 （0.0） 0

そ の 他 35,903 （75.7） 34,135 （74.0） △1,768

合　　　計 47,397 （100.0） 46,114 （100.0） △1,283

（注）	（　）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。
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　⑦　主要な農業関係の貸出金残高

　　１）営農類型別� （単位：百万円）

種　　　　類 平成21年度 平成22年度 増　　減

農　業 0 0 0

　穀作 0 0 0

　野菜・園芸 86 74 △12

　果樹・樹園農業 0 0 0

　工芸作物 0 0 0

　養豚・肉牛・酪農 133 130 △3

　養鶏・養卵 0 0 0

　養蚕 0 0 0

　その他農業 6 5 △1

農業関連団体等 0 0 0

合　　　計 225 209 △16

（注）	 １．農業関係の貸出金とは，農業者，農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に

必要な資金や，農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

	 ２．「その他農業」には，複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者，農業サービス業，農

業所得が従となる農業者等が含まれています。

	 ３．「農業関連団体等」には，ＪＡや全農(経済連)とその子会社等が含まれています。

　　２）資金種類別

　　〔貸出金〕� （単位：百万円）

種　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

プロパー資金 23 20 △3

農業制度資金 0 0 0

　農業近代化資金 81 68 △13

　その他制度資金 121 121 0

合　　　計 225 209 △16

（注）	 １．プロパー資金とは，当組合原資の資金を融資しているもののうち制度資金以外のものをいいます。

	 ２．農業制度資金には，①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの，②地方公共団体が利

子補給等を行うことでJAが低利で融資するもの，③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり，

ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

	 ３．その他制度資金には，農業経営改善促進資金(スーパーＳ資金)や農業経営負担軽減支援資金など

が該当します。

　　〔受託貸付金〕� （単位：百万円）

種　　　類 平成21年度 平成22年度 増　減

日本政策金融公庫資金 20 13 △7

住宅金融支援機構資金 2,367 1,994 △373

合　　　計 2,387 2,007 △380

（注）　日本政策金融公庫資金は，農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。



− 66−

　⑧　リスク管理債権の状況

� （単位：千円）

区　　　　分 平成21年度 平成22年度 増　　減

破 綻 先 債 権 額 38,331 59,213 20,882

延 滞 債 権 額 1,124,741 1,387,506 262,765

３ヵ月以上延滞債権額 0 589 589

貸出条件緩和債権額 0 0 0

合　　計（Ａ） 1,163,072 1,447,308 284,236

うち担保・保証付債権額（Ｂ） 981,036 1,271,085 290,049

担保・保証控除後債権額（Ｃ） 182,036 176,223 △5,813

個別計上貸倒引当金残高（Ｄ） 182,036 170,821 △11,215

差　引　額（Ｅ）＝（Ｃ）ー（Ｄ） 0 5,402 5,402

一般計上貸倒引当金残高 162,377 158,048 △4,329

（注）	１．破綻先債権

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金）をいいます。

	 ２．延滞債権

　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

	 ３．３ヵ月以上延滞債権

　元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および

延滞債権に該当しないものをいいます。

	 ４．貸出条件緩和債権

　債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月

以上延滞債権に該当しないものをいいます。

	 ５．担保・保証付債権額

　リスク管理債権額のうち、貯金・定期積金、有価証券（上場公社債、上場株式）及び確実な不動産

担保付の貸出残高ならびに農業信用基金協会等公的保証機関等による保証付の貸出金についての当該

担保・保証相当額です。

	 ６．個別計上貸倒引当金残高

　リスク管理債権のうち、すでに個別貸倒引当金に繰り入れた当該引当金の残高であり、貸借対照表

上の個別貸倒引当金額とは異なります。

	 ７．担保・保証控除後債権額

　リスク管理債権合計額から、担保・保証付債権額を控除した貸出金残高です。
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　⑨　金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

� （単位：千円）

債権区分 債権額
保全額

担　 保 保　 証 引　 当 合　 計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,148,147 727,753 255,005 164,694 1,147,452

危 険 債 権 300,453 240,127 44,562 6,139 290,828

要 管 理 債 権 0 0 0 0 0

小 　 　 計 1,448,600 967,880 299,567 170,833 1,438,280

正 常 債 権 44,740,495

合　　計 46,189,095

（注）	上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第 6条

に基づき、債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のとおり区分したものです。

①破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

②危険債権

　経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本および利息の回収ができない可能性の高

い債権

③要管理債権

　３か月以上延滞貸出債権および貸出条件緩和貸出債権

④正常債権

　上記以外の債権

　⑩　元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

　　　　該当する取引はありません。 
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●破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実が発
生している債務者

●実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実は発
生していないものの、深刻な経営難の
状態にあり、再建の見通しがない状況
にあると認められる等実質的に経営破
綻に陥っている債務者

●破綻懸念先
　現状経営破綻の状況にはないが、経
営難の状態にあり、経営改善計画等の
進捗状況が芳しくなく、今後経営破綻
に陥る可能性が大きいと認められる債
務者

●要管理先
　要注意先の債務者のうち当該債務者
の債権の全部または一部が次に掲げる
要管理先債権である債務者
1）　３か月以上延滞債権
　元金または利息の支払いが、約定
支払日の翌日を起算日として３か月
以上延滞している貸出債権
2）　貸出条件緩和債権
　経済的困難に陥った債務者の再建
または支援をはかり、当該債権の回
収を促進すること等を目的に、債務
者に有利な一定の譲歩を与える約定
条件の改定等を行った貸出債権

●その他の要注意先
　要管理先以外の要注意先に属する債
務者

●正常先
　業況が良好、かつ、財務内容にも特
段の問題がないと認められる債務者

＜自己査定債務者区分＞

信用事業総与信

破綻先

実質破綻先

破綻懸念先

要管理先

その他要注意先

正常先

貸出金 その他の
債権

信用事業
以外の
与信

●破産更正債権及びこれらに準ずる債権
　破産手続開始、更生手続開始、再生
手続開始の申立て等の事由により経営
破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権

●危険債権
　債務者が経営破綻の状態には至って
いないが、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の
高い債権

●要管理債権
　３月以上延滞債権及び貸出条件緩和
債権（経済的困難に陥った債務者の再
建又は支援を図り、当該債権の回収を
促進すること等を目的に、債務者に有
利な一定の譲歩を与える約定条件の改
定等を行った貸出債権

●正常債権
　債務者の財政状態及び経営成績に特
に問題がないものとして、同項第一号
から第三号までに掲げる債権以外のも
のに区分される債権

＜金融再生法債権区分＞

信用事業総与信

破産更正債権及び
これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

貸出金 その他の
債権

信用事業
以外の
与信

要
注
意
先

対
象
債
権

●破綻先債権
　元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由によ
り元本又は利息の取立て又は弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸
出金」という。）のうち、法人税法施
行令第九十六条第一項第三号 のイか
らホまでに掲げる事由又は同項第四号 
に規定する事由が生じている貸出金

●延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破
綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払
を猶予した貸出金以外の貸出金

●３か月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が約定支払日の
翌日から３月以上遅延している貸出金
（破綻先債権及び延滞債権を除く）

●貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建等を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った
貸出金（破綻先債権、延滞債権及び３
か月以上延滞債権を除く）

＜リスク管理債権＞

信用事業総与信

破綻先債権

延滞債権

３か月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

貸出金 その他の
債権

信用事業
以外の
与信
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　⑪　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

� （単位：千円）

区　分

平成21年度 平成22年度

期　首

残　高

期　中

増加額

期中減少額 期　末

残　高

期　首

残　高

期　中

増加額

期中減少額 期　末

残　高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 159,354 162,377 ー 159,354 162,377 162,377 158,048 141 162,236 158,048

個 別 貸 倒 引 当 金 204,099 200,045 1,269 202,830 200,045 200,045 188,619 656 199,389 188,619

合　　計 363,453 362,422 1,269 362,184 362,422 362,422 346,667 797 361,625 346,667

　⑫　貸出金償却の額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項　　　　目 平成21年度 平成22年度

貸出金償却額 571 0

（3）内国為替取扱実績

� （単位：件、千円）

種　　　類
平成21年度 平成22年度

仕　  向 被 仕 向 仕  　向 被 仕 向

送 金・ 振 込 為 替
件　数 31,233 169,231 30,926 169,269

金　額 47,269,927 54,304,501 54,915,246 61,357,624

代 金 取 立 為 替
件　数 140 57 139 8

金　額 53,375 25,723 54,552 25,950

雑 為 替
件　数 961 721 780 639

金　額 1,032,858 578,675 201,832 794,629

合　　　計
件　数 32,334 170,009 31,845 169,916

金　額 48,356,160 54,908,899 55,171,630 62,178,203
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（4）有価証券に関する指標

　①　種類別有価証券平均残高

� （単位：千円）

種　　類 平成21年度 平成22年度 増　　減

国 　 　 　 債 220,125 184,000 △36,125

地 　 方 　 債 − − −

政 府 保 証 債 − − −

金 　 融 　 債 − − −

短 期 社 債 − − −

社 　 　 　 債 − − −

株 　 　 　 式 − − −

そ の 他 の 証 券 − − −

合　　計 220,125 184,000 △36,125

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。

　　②　商品有価証券種類別平均残高

　　　　　該当する取引はありません。

　③　有価証券残存期間別残高

（単位：千円）

種　　類 １年以下
１年超

３年以下

３年超

５年以下

５年超

７年以下

７年超

10年以下
10年超

期間の定め

のないもの
合　 計

　平成21年度

国 債 36,255 106,127 52,853 12,519 − − − 207,754

地 方 債 − − − − − − − −

政 府 保 証 債 − − − − − − − −

金 融 債 − − − − − − − −

短 期 社 債 − − − − − − − −

社 債 − − − − − − − −

株 式 − − − − − − − −

その他の証券 − − − − − − − −

　平成22年度

国 債 64,324 68,080 37,379 − − − − 169,783

地 方 債 − − − − − − − −

政 府 保 証 債 − − − − − − − −

金 融 債 − − − − − − − −

短 期 社 債 − − − − − − − −

社 債 − − − − − − − −

株 式 − − − − − − − −

その他の証券 − − − − − − − −
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（5）有価証券等の時価情報等

　①　有価証券の時価情報等

� （単位：千円）

保　有　区　分
平成21年度 平成22年度

取得価額 時　　価 評価損益 取得価額 時　　価 評価損益

売 買 目 的 　　− 　　− 　　− 　　− 　　− 　　−

満 期 保 有 目 的 　　− 　　− 　　− 　　− 　　− 　　−

そ の 他 203,162 207,754 4,592 167,079 169,783 2,704

合　　計 203,162 207,754 4,592 167,079 169,783 2,704

（注）	１．時価は期末日における市場価格等によっております。

	 ２．取得価額は取得原価又は償却原価によっています。

	 ３．その他有価証券については時価を貸借対照表価額としております。

　　②　金銭の信託の時価情報等

　　　　　該当する取引はありません。

　③　デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引

　　　　　該当する取引はありません。
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　２．共済取扱実績
（1）長期共済新契約高・長期共済保有高

� （単位：千円）

種　 類
平成21年度 平成22年度

新契約高 保　有　高 新契約高 保　有　高

生
　
命
　
総
　
合
　
共
　
済

終 身 共 済 12,055,200 115,613,300 10,574,290 112,284,660

定 期 生 命 共 済 4,000 506,300 33,000 475,300

養 老 生 命 共 済 4,683,280 47,907,490 2,149,390 43,896,010

うちこども共済 399,200 5,906,900 276,000 5,682,600

医 療 共 済 259,700 718,650 205,600 840,650

が ん 共 済 108,000 825,500 149,500 897,000

定 期 医 療 共 済 286,300 1,011,900 18,000 899,800

年 金 共 済（ 計 ） 236,540 2,764,570 252,540 2,824,670

年 金 開 始 前 236,540 2,289,190 252,540 2,312,120

年 金 開 始 後 − 475,380 − 512,550

建 物 更 生 共 済 8,377,950 158,597,750 7,842,000 154,369,920

合　　　計 25,774,430 325,401,900 20,971,780 313,836,340

（注）	金額は、保障金額（年金共済は年金年額（利率変動型年金は最低保証年金額））を表示しています。

	 合計は、年金共済（計）の金額を除き、年金共済に付加された定期特約金額を含めて表示しています。

（2）短期共済新契約高

（単位：千円）

種　 類
平成21年度 平成22年度

金　　額 掛　　金 金　　額 掛　　金

火 災 共 済 12,404,220 17,455 11,549,210 13,262

自 動 車 共 済 348,205 357,349

傷 害 共 済 32,182,000 970 35,695,500 899

団 体 定 期 生 命 共 済 243,000 534 237,000 497

定 額 定 期 生 命 共 済 4,000 17 4,000 17

賠 償 責 任 共 済 199 162

自 賠 責 共 済 95,040 91,949

合　　　　計 462,420 464,135

（注）	１．金額は、保障金額を表示しています。

	 ２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。
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　３．農業関連事業取扱実績
（1）買取購買品（生産資材）取扱実績

� （単位：千円）

種　　　　　類
平成21年度 平成22年度

供 給 高 手 数 料 供 給 高 手 数 料

肥 　 　 料 119,386 15,681 109,855 14,793

農 　 　 薬 85,190 9,485 83,253 9,309

飼 　 　 料 230,743 15,447 233,076 15,786

農 業 機 械 39,756 4,013 30,592 3,547

施 設 資 材 126,077 2,162 22,202 2,323

そ  の  他 68,976 10,631 59,531 9,033

合　　　　計 670,128 57,419 538,509 54,791

（2）受託販売品取扱実績

（単位：千円）

種　　　　　類
平成21年度 平成22年度

販 売 高 手 数 料 販 売 高 手 数 料

米 155 9 92 5

麦 ・ 豆 ・ 雑 穀 2,444 7 2,330 52

野 　 　 菜 116,664 1,893 140,454 2,324

果 　 　 実 115,155 3,268 102,632 2,936

花 き ・ 花 木 667 19 633 18

畜    産    物 467,140 5,745 490,316 6,118

林 　 産 　 物 0 0 0 0

そ  の  他 7,019 201 5,242 150

合　　　　計 709,244 11,142 741,699 11,603
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　４．生活その他事業取扱実績
（1）買取購買品（生活物資）取扱実績

� （単位：千円）

種　　　　　類
平成21年度 平成22年度

供 給 高 粗収益（手数料） 供 給 高 粗収益（手数料）

食 　 　 品 150,353 22,686 136,059 20,010

自 動 車 29,289 609 31,933 579

給 油 所 901,237 77,371 916,692 78,858

ガ 　 　 ス 190,090 64,562 181,909 50,607

そ  の  他 147,561 15,871 139,226 16,035

合　　　　計 1,418,530 181,099 1,405,819 166,089

　５．指導事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項　　目 平成21年度 平成22年度

収
　
　
入

指 導 補 助 金 0 0

賦 課 金 収 入 0 0

実 費 収 入 4,384 4,676

計 4,384 4,676

支
　
　
出

営 農 改 善 費 10,728 11,286

生 活 文 化 事 業 費 6,275 6,425

教 育 情 報 費 1,524 1,798

計 18,527 19,509
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　Ⅳ．経営諸指標�

　１．利益率

� （単位：％）

項　　　目 平成21年度 平成22年度 増　　減

総資産経常利益率 0.32 0.19 △0.13

資 本 経 常 利 益 率 6.75 3.96 △2.79

総資産当期純利益率 0.15 0.12 △0.03

資本当期純利益率 3.16 2.45 △0.71

（注）	1．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

	 2．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100

	 3．総資産当期純利益率

	 　　＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返りを除く）平均残高×100　

	 4．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

　２．貯貸率・貯証率

（単位：％）

区　　　分 平成21年度 平成22年度 増　　減

貯 貸 率
期　 末 52.44 51.80 △0.64

期中平均 54.01 51.75 △2.26

貯 証 率
期　 末   0.23 0.19 △0.04

期中平均 0.25 0.20 △0.05

（注）	１．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×100

	 ２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100

	 ３．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×100

	 ４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100
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　Ⅴ．自己資本の充実の状況�

　１．自己資本の構成に関する事項� （単位：千円、％）

項　　　目 平成21年度 平成22年度

基本的項目� （Ａ） 3,487,016 3,617,130

出資金 2,322,358 2,311,959

（うち後配出資金） （0） （0）

回転出資金 0 0

再評価積立金 444 444

資本準備金 25,582 25,582

利益準備金 431,583 481,583

特別積立金 671,000 732,000

次期繰越剰余金 126,024 102,924

処分未済持分 △89,975 △37,361

その他有価証券の評価差損 - -

営業権相当額 0 0

企業結合により計上される無形固定資産相当額 0 0

証券化取引により増加した自己資本に相当する額 0 0

補完的項目� （B） 907,135 902,143

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 744,758 744,095

一般貸倒引当金 162,377 158,048

負債性資本調達手段等 0 0

負債性資本調達手段 0 0

期限付劣後債務 0 0

補完的項目不算入額 0 0

自己資本総額� （C）＝（Ａ）＋（B） 4,394,151 4,519,273

控除項目� （D） 0 0

他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 0 0

負債性資本調達手段及びこれに準ずるもの 0 0

期限付劣後債務及びこれに準ずるもの 0 0

非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法と

して用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額

に係る控除額

0 0

基本的項目からの控除分を除く自己資本控除とされる証券化エクスポー

ジャー（ファンドのうち裏付資産を把握できない資産を含む）及び信用

補完機能を持つＩ/Oストリップス（告示第223条を準用する場合を含む）

0 0

控除項目不算入額 0 0

自己資本額� （E）=（C）−（D） 4,394,151 4,519,273

リスク・アセット等計� （F） 38,078,504 37,968,863

資産（オン・バランス）項目　　 33,996,327 34,025,511

オフ・バランス取引等項目　　　 0 0

オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額 4,082,177 3,943,352

基本的項目比率� （A）/（F） 9.15％ 9.52%

自己資本比率� （E）/（F） 11.53% 11.90%

（注）	 1．平成18年３月28日金融庁・農林水産省告示第２号「農業協同組合等がその健全性を判断するため

の基準」に定められた算式に基づき算出したものです。

	 2．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用につ

いては信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基

礎的手法を採用しています。

	 3．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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　２．自己資本の充実度に関する事項

　①　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳� （単位：千円）

平成21年度 平成22年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×４％

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×４％

我が国の中央政府及び中央銀

行向け
204,105 0 0 167,805 0 0

我が国の地方公共団体向け 1,345,434 0 0 698,392 0 0

地方公共団体金融機構向け 0 0 0 0 0 0

我が国の政府関係機関向け 0 0 0 0 0 0

地方三公社向け 471,736 94,347 3,774 944,794 188,959 7,558

金融機関及び第一種金融商品

取引業者向け
44,378,501 9,558,670 382,347 44,707,591 9,623,910 384,956

法人等向け 539,100 531,171 21,247 553,500 531,985 21,279

中小企業等向け及び個人向け 4,230,901 2,498,911 99,956 4,513,051 2,781,150 111,246

抵当権付住宅ローン 25,139,378 8,315,058 332,602 23,985,732 7,939,099 317,564

不動産取得等事業向け 0 0 0 0 0 0

三月以上延滞等 482,207 285,195 11,408 447,100 264,410 10,577

信用保証協会等保証付 8,136,601 809,817 32,393 8,016,317 797,188 31,888

共済約款貸付 100,623 0 0 117,085 0 0

出資等 1,999,482 1,999,482 79,979 1,993,102 1,993,102 79,724

複数の資産を裏付とする資産
（所謂ファンド）のうち、個々
の資産の把握が困難な資産

0 0 0 0 0 0

証券化 0 0 0 0 0 0

上記以外 11,149,399 9,903,676 396,147 11,067,964 9,905,708 396,228

合　計 98,177,467 33,996,327 1,359,853 97,212,433 34,025,511 1,361,020

オペレーショナル・リスク

に対する所要自己資本の額

＜基礎的手法＞

オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額

所要自己資本額
オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額

所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％

4,082,177 163,287 3,943,352 157,734

所要自己資本額計

リスク･アセット等（分母）計 所要自己資本額 リスク･アセット等（分母）計 所要自己資本額

a ｂ＝a×４％ a ｂ＝a×４％

38,078,504 1,523,140 37,968,864 1,518,755

（注）	 1．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポー
ジャーの種類ごとに記載しています。

	 2．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、
具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

	 3．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3カ月以上延滞している債
務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」
等においてリスク・ウエィトが150％になったエクスポージャーのことです。

	 4．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二
以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引に
かかるエクスポージャーのことです。

	 5．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政
府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）
が含まれます。

	 6．当JAでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
	 　＜オペレーショナル・リスク相当額を 8％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞
	 　　　（粗利益（正の値の場合に限る）×15％）の直近 3年間の合計額　　

	 　　　　　直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数　　　　　　　　
÷８％
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　３．信用リスクに関する事項

　①　標準的手法に関する事項

　当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的

手法により算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・

ウエイトの判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依

頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適格格付機関

株式会社格付投資情報センター(Ｒ＆Ⅰ)

株式会社日本格付研究所(ＪＣＲ)

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク(Ｍｏｏｄｙ'ｓ)

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシス゛(Ｓ＆Ｐ)

フィッチレーティングスリミテッド(Ｆｉｔｃｈ)

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目

のことです。

（イ）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリ

スク・スコアは、主に以下のとおりです。

エクスポージャー 適格格付機関 カントリーリスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー

（長　期）

R＆ I，Moody's，JCR，

S&P，Fitch

法人等向けエクスポージャー

（短　期）

R＆ I，Moody's，JCR，

S&P，Fitch
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②　信用リスクに関するエクスポージャー（地域別,業種別,残存期間別）及び三月以上延

滞エクスポージャーの期末残高� （単位：千円）

平成21年度 平成22年度

三月以上
延滞エクス
ポージャー

三月以上
延滞エクス
ポージャー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

うち貸出金等 うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

うち貸出金等 うち債券
うち店頭
デ リ バ
ティブ

国　内 98,177,467 47,482,708 204,105 0 482,207 97,212,433 46,188,977 167,805 0 447,100

地域別残高計 98,177,467 47,482,708 204,105 0 482,207 97,212,433 46,188,977 167,805 0 447,100

法
　
　
　
　
人

農　業 22,519 22,519 0 0 0 19,265 19,265 0 0 0

林　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 2,800 2,800 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設・不動産業 67,400 67,400 0 0 51,779 64,020 64,020 0 0 51,700

電気・ガス・熱
供給・水道業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運輸・通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 44,354,913 853,712 0 0 0 44,675,862 852,990 0 0 0

卸売・小売・飲
食・サービス業

524,233 524,223 0 0 0 521,824 521,824 0 0 0

日本国政府・
地方公共団体

1,817,170 1,817,170 0 0 0 1,643,187 1,643,187 0 0 0

上記以外 36,200 36,200 0 0 0 50,500 50,500 0 0 0

個　人 44,170,042 44,158,684 0 0 430,428 43,051,991 43,037,191 0 0 395,400

その他 7,182,200 0 204,105 0 0 7,185,784 0 167,805 0 0

業種別残高計 98,177,467 47,482,708 204,105 0 482,207 97,212,433 46,188,977 167,805 0 447,100

１年以下 46,046,291 2,610,253 0 0 46,606,878 2,784,005 0 0

１年超３年以下 561,530 561,530 0 0 528,903 528,903 0 0

３年超５年以下 871,799 871,799 0 0 938,099 938,099 0 0

５年超７年以下 1,545,483 1,545,483 0 0 1,068,197 1,068,197 0 0

７年超10年以下 2,319,732 2,319,732 0 0 1,832,185 1,832,185 0 0

10年超 38,697,224 38,697,224 0 0 38,201,944 38,201,944 0 0

期限の定めのないもの 8,135,408 876,687 204,105 0 8,036,227 835,644 167,805 0

残存期間別残高計 98,177,467 47,482,708 204,105 0 97,212,433 46,188,977 167,805 0

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産並びにオフ・バランス取引及び派生商品

取引の与信相当額を含みます。
	 ２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・

エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様の
ご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融
資可能残額も含めています。

	 ３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。
	 ４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞し

ているエクスポージャーをいいます。
	 ５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。
	 ６．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。
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③　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：千円）

区　　分

平　成　21　年　度 平　成　22　年　度

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額
期　末
残　高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額
期　末
残　高

目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 159,354 162,377 ー 159,354 162,377 162,377 158,048 141 162,236 158,048

個別貸倒引当金 204,099 200,045 1,269 202,830 200,045 200,045 188,619 656 199,389 188,619

④　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：千円）

区　　分

平　成　21　年　度 平　成　22　年　度

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期　末
残　高

貸出金
償 却

期 首
残 高

期 中
増加額

期中減少額 期　末
残　高

貸出金
償 却目的使用 その他 目的使用 その他

国　内 204,099 200,045 1,269 202,830 200,045 200,045 188,619 656 199,389 188,619

地域別計 204,099 200,045 1,269 202,830 200,045 200,045 188,619 656 199,389 188,619

法
　
　
　
　
　
　
　
　
　
人

農　業 0 149 0 0 149 0 149 0 0 149 0 0

林　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱　業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設・不動産業 0 95 0 0 95 0 95 0 15 80 0 0

電気・ガス・
熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運輸・通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

卸売・小売・飲
食・サービス業 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 4 0

上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

個　人 204,099 199,801 1,269 202,830 199,801 571 199,801 188,615 641 199,160 188,615 0

業種別計 204,099 200,045 1,269 202,830 200,045 571 200,045 188,619 656 199,389 188,619 0

（注）	１．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。
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⑤　信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額� （単位：千円）

平　成　21　年　度 平　成　22　年　度

格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

リスク･ウエイト� ０％ 0 3,354,140 3,354,140 0 2,658,820 2,658,820

リスク･ウエイト� 10％ 0 2,452,656 2,452,656 0 10,164,599 10,164,599

リスク･ウエイト� 20％ 0 43,996,526 43,996,526 0 44,806,920 44,806,920

リスク･ウエイト� 35％ 0 23,276,803 23,276,803 0 22,239,573 22,239,573

リスク･ウエイト� 50％ 0 95,155 95,155 0 83,966 83,966

リスク･ウエイト� 75％ 0 3,328,508 3,328,508 0 3,719,677 3,719,677

リスク･ウエイト�100％ 0 13,500,139 13,500,139 0 13,458,183 13,458,183

リスク･ウエイト�150％ 0 75,374 75,374 0 80,695 80,695

そ の 他 0 0 0 0 0 0

自 己 資 本 控 除 額 0 0 0 0

計 0 90,079,301 90,079,301 0 97,212,433 97,212,433

（注）	 １．｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格

付なし｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載し

ています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

	 ２．自己資本控除額には、非同時決済取引に係る控除額、信用リスク削減手法として用いる保証又は

クレジット・デリバディブの免責額に係る控除額、自己資本控除される証券化エクスポージャー（ファ

ンドのうち裏付資産を把握できない額を含む）、信用補完機能を持つＩ／Ｏストリップスがあります。

　４．信用リスク削減手法に関する事項

　①　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の

算出において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定され

ている場合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対する

リスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

　当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の

相殺」を適用しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取

引相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されて

いる取引をいいます。当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法

の簡便手法を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央

政府等、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国

の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業

者、これら以外の主体で長期格付がA-またはA3以上の格付を付与しているものを適格

保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被

保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人のリスク･ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定

その他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であ

ることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にあ

る貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合

貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相

殺後の額が、監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約

下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポー

ジャー額としています。
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　担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の

見直し行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。

　②　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額� （単位：千円）

区　　　　　分

平成 2 1年度 平成 2 2年度

適格金融

資産担保
保 証

クレジット・

デリバティブ

適格金融

資産担保
保 証

クレジット・

デリバティブ

地方公共団体金融機構向け 0 0 0 0 0 0

我が国の政府関係機関向け 0 0 0 0 0 0

地 方 三 公 社 向 け 0 0 0 0 0 0

金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け 0 0 0 0 0 0

法 人 等 向 け 7,900 0 0 21,500 0 0

中小企業等向け及び個人向け 367,387 225,325 0 317,548 178,524 0

抵 当 権 住 宅 ロ ー ン 0 1,726,556 0 0 1,595,937 0

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 0 0 0 0 0 0

三 月 以 上 延 滞 等 56,500 11,054 0 1,130 14,847 0

証 券 化 0 0 0 0 0 0

上 記 以 外 62,721 490,221 0 0 403,418 0

合　　　　計 494,508 2,453,156 0 340,178 2,192,726 0

（注）	 １．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、

主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

	 ２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している

債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」

等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。

	 ３．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二

以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引に

かかるエクスポージャーのことです。

	 ４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央

政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定

資産等）が含まれます。

	 ５.「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回

避したい者（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）

との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの

買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

　５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　該当する取引はありません

　６．証券化エクスポージャーに関する事項

　該当する取引はありません。 
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　７．出資等エクスポージャーに関する事項

　①　出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「出資等」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株式又は出資

として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これらを①子会社および関連会

社株式、②その他有価証券、③系統および系統外出資に区分して管理しています。

　①子会社および関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当ＪＡ

の事業のより効率的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営に

ついては毎期の決算書類の分析の他、毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に

努めています。

　②その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市

場リスクの把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通

しなどの投資環境分析及びポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用

方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情

報交換及び意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ

委員会で決定された取引方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行ってい

ます。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどう

かチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、

日常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様

の対応を行っています。

　なお、これらの出資等の評価等については、①子会社および関連会社については、取

得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等損失引当金を、②その他有価証券につい

ては時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価

差額金」として純資産の部に計上しています。③系統および系統外出資については、取

得原価を記載し、毀損の状況に応じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、

評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。

　②　出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（単位：千円）

平　成　2　1　年　度 平　成　2　2　年　度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上 　 場 0 0 0 0

非 上 場 1,999,482 1,999,482 1,993,102 1,993,102

合　　　計 1,999,482 1,999,482 1,993,102 1,993,102

（注）	「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表上の合計額です。

　③　出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

（単位：千円）

平　成　2　1　年　度 平　成　2　2　年　度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

0 0 0 0 0 0
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④　貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をそ

の他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平　成　2　1　年　度 平　成　2　2　年　度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0 0 0

⑤　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評

価損益等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平　成　2　1　年　度 平　成　2　2　年　度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0 0 0

　８．金利リスクに関する事項

　①　金利リスクの算定方法の概要

　金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間の

ミスマッチが存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリ

スクをいいます。

　当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」

に、またリスク情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手

続」に定め、適切なリスクコントロールに努めています。具体的な金利リスクの算定方

法、管理方法は以下のとおりです。

・市場金利が上下に2％変動した時（ただし0％を下限）に発生する経済価値の変化

額（低下額）を金利リスク量として毎月算出しています。

・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって

随時払い出される要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留

する貯金をコア貯金と定義し、①過去5年の最低残高、②過去5年の最大年間流出

量を現残高から差し引いた残高、③現残高の50％相当額のうち、最小の額を上限

とし、0〜 5年の期間に均等に振り分けて（平均残存2.5年）リスク量を算定してい

ます。

・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定

します。

　　　金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（△）

　算出した金利リスク量は金利設定委員会を通して毎月経営層に報告するとともに、四

半期ごとにＡＬＭ委員会に報告して承認を得ています。また、これらの情報を踏まえ、

四半期ごとに運用方法を検討しています。

　②　金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（単位：千円）

平 成 2 1 年 度 平 成 2 2 年 度

金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 △936,226 △783,027
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【ＪＡの概要】

　１．機構図
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２．役員構成（役員一覧）

� （平成23年2月末現在）

役 職 名 氏　名
常勤・
非常勤

代表権
の有無

役 職 名 氏　名
常勤・
非常勤

代表権
の有無

会 長 理 事 寺師　幸男 非常勤 無 理　　 事 内　　和子 非常勤 無

代表理事組合長 川元　昭司 常勤 有 理　　 事 村山眞一郎 非常勤 無

常 務 理 事 新園淳一郎 常勤 無 理　　 事 松元　義孝 非常勤 無

常 務 理 事 上國料　靜 常勤 有 理　　 事 川添スミ子 非常勤 無

理　　 事 大園　茂雄 非常勤 無 代 表 監 事 上 野 　 力 非常勤 無

理　　 事 稲 葉 　 誠 非常勤 無 常 勤 監 事 片平　盛光 常勤 無

理　　 事 松元　俊一 非常勤 無 監　　 事 松 元 　 勉 非常勤 無

理　　 事 竹ノ内正明 非常勤 無 監　　 事 原田　洋一 非常勤 無

理　　 事 上入來幸一 非常勤 無 監　　 事 高 木 　 直 非常勤 無

理　　 事 鳩宿　隆雄 非常勤 無 員 外 監 事 入木田哲夫 非常勤 無

理　　 事 尾ノ上好昭 非常勤 無

3．組合員数

� （単位：人、団体）

区　　分 平成２１年度 平成２２年度 増　　減

正 組 合 員 5,074 4,889 △185

個 　 　 　 人 5,071 4,884 △187

法
人

農事組合法人 3 5 2

その他の法人 0 0 0

准 組 合 員 15,874 16,150 276

個 　 　 　 人 15,870 16,145 275

農 業 協 同 組 合 0 0 0

農 事 組 合 法 人 2 3 1

そ の 他 の 団 体 2 2 0

合　　　計 20,948 21,039 91
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4．組合員組織の状況

� （単位：人）

組織名 代表者 構成員数 組織名 代表者 構成員数

小 野 野 菜 部 会 宝　地　　　巌 11 山田のかかし市場 駒　走　政　美 46

犬迫農産物直売グループ 上久木田　静雄 35 吉田南スタミナチャ
ンピオン生産者部会

福　石　尚　弘 19

谷山西クリーン野菜生産者グループ 永　里　　　昇 44 吉 田 南 園 芸 部 会 右　田　勝　己 60

中 山 果 樹 部 会 上入来　幸　一 20 吉 田 地 区 猟 友 会 上馬場　久　志 25

中山農産物直売グループ 美　園　　　中 74 桜 島 農 盛 会 坂　元　明　巳 20

中 山 盆 栽 同 好 会 畠　中　　　登 25 市畜産振興会吉田支部 有　村　浩　一 52

坂之上園芸振興会 大　徳　勇　男 45 桜 島 枇 杷 振 興 会 有　馬　静　雄 61

坂之上盆栽同好会 古　窪　正　人 48 桜島枇杷ハウス振興会 有　馬　静　雄 8

谷 山 畜 産 部 会 鬼　塚　不二夫 27 肉用牛振興会桜島支部 西　橋　広　志 14

谷山支店生産者直売部会 原　田　　　和 19 桜島地区野菜振興会 村　山　秀　行 67

錫 山 茶 業 振 興 会 右　田　幸　治 11 桜島柑橘ハウス振興会 村　山　眞一郎 202

錫山千両グループ 福　留　浩　子 6 桜島有害鳥獣捕獲協会 山　中　敏　郭 15

慈眼寺野菜生産組合 川　原　照　夫 11 年金友の会連絡協議会 米　森　幸　夫 7,202

平 川 果 樹 部 会 外　園　義　興 21 ＪＡグリーン鹿児島女性部 川　添　スミ子 763

福 平 園 芸 振 興 会 福　留　淳　一 11 助け合い組織みどり部会 川　添　スミ子 66

福平ニガウリ部会 四　元　博　文 7 資 産 管 理 部 会 伊地知　昭　郎 102

福平フルーツ部会 長　崎　義　高 21 ＪＡグリーン鹿児島青壮年部 上　野　　　力 28

五ヶ別府蔬菜振興会 福　永　　　初 9

葉 ニ ン ニ ク 部 会 鳩　宿　隆　雄 6 計 ３６組織 9,201
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５．特定信用事業代理業者の状況

　　　信用事業に関する代理業者はありません。

　　　共済事業の代理業者数の推移

� （単位：件）

項　　目 前期末 当期増加 当期減少 当期末

共済代理店 42 1 0 43

６．地区一覧

　　この組合の地区は鹿児島市（以下に掲げる区域を除く。）、鹿児島郡の区域となります。

　　　（除かれる区域）

喜入瀬々串町、喜入中名町、喜入町、喜入一倉町、喜入前之浜町、喜入生見町、

上谷口町、福山町、直木町、入佐町、春山町、石谷町、松陽台町、四元町、平田町、

郡山岳町、有屋田町、西俣町、郡山町、油須木町、花尾町、東俣町、川田町

７．沿革・あゆみ

　　平成１７年１１月　　ＪＡ谷山との合併予備契約調印式

　　平成１７年１２月　　ＪＡグリーン鹿児島・ＪＡ谷山　臨時総代会で合併承認

　　平成１８年　１月　　十島村指定金融機関業務開始式

　　平成１８年　３月　　新生「ＪＡグリーン鹿児島」開業式

　　平成１８年　４月　　ＪＡ貯金８００億円達成

　　平成１８年１１月　　「山田のかかし市場」オープン（山田支店）

　　平成１８年１２月　　桜島小みかん「かごしまの農産物認証」証書授与

　　平成１９年　１月　　星ヶ峯支店閉鎖

　　平成１９年　５月　　ローンプラザ（ローン取扱専門店）オープン

　　平成１９年　５月　　福平支店移転オープン
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８．店舗等のご案内

　　店舗及び事業所一覧� （平成23年2月現在）

店舗及び事務所名 住　　　　　　所 電話番号 ＡＴＭ設置台数

本 　 　 部 鹿児島市小川町27番17号 239-9300 　

本 　 　 店 鹿児島市小川町27番17号 239-9309 ＡＴＭ　１台

小 野 支 店 鹿児島市小野三丁目5番1号 220-1517 ＡＴＭ　１台

梅 ヶ 渕 給 油 所 鹿児島市伊敷六丁目13番48号 220-3411 　

犬 迫 支 店 鹿児島市犬迫町5840番地 238-0101 ＡＴＭ　１台

犬 迫 給 油 所 鹿児島市犬迫町5853番地4 238-2336 　

谷 山 西 支 店 鹿児島市上福元町3838番地 268-2010 ＡＴＭ　１台

谷山西ガスセンター 鹿児島市上福元町3838番地 260-8513 　

中 山 支 店 鹿児島市中山町719番地 268-2271 ＡＴＭ　１台

桜 ケ 丘 支 店 鹿児島市桜ケ丘四丁目1番13号 264-7391 ＡＴＭ　２台

中 山 西 給 油 所 鹿児島市中山町1554番地1 268-4763 　

坂 之 上 支 店 鹿児島市坂之上四丁目19番13号 261-5111 ＡＴＭ　２台

谷 山 支 店 鹿児島市谷山中央三丁目4523番地 269-3131 ＡＴＭ　１台

慈 眼 寺 支 店 鹿児島市慈眼寺町23番22号 268-2008 ＡＴＭ　１台

清 見 支 店 鹿児島市小松原二丁目15番17号 268-2035 ＡＴＭ　１台

福 平 支 店 鹿児島市平川町991番地1 261-6181 ＡＴＭ　１台

平 川 出 張 所 鹿児島市平川町4375番地 261-2519 　

山 田 支 店 鹿児島市山田町2275番地7 264-2201 ＡＴＭ　１台

吉 田 南 支 店 鹿児島市本名町1226番地 294-2221 ＡＴＭ　１台

本 名 事 業 所 鹿児島市本名町3554番地1 294-3661 　

吉 田 南 給 油 所 鹿児島市本名町1221番地 294-2233 　

肥 育 牛 セ ン タ ー 鹿児島市本名町5588番地 294-3277 　

桜 島 支 店 鹿児島市桜島藤野町1470番地 293-2500 ＡＴＭ　１台

桜 島 選 果 場 鹿児島市桜島横山町1722番地37 293-2002 　

袴 腰 支 店 鹿児島市桜島横山町61番地4 293-2098 ＡＴＭ　１台

桜 島 給 油 所 鹿児島市桜島横山町1722番地1 293-2102 　

不 動 産 課 鹿児島市谷山中央三丁目4523番地 284-5600 　

ロ ー ン プ ラ ザ 鹿児島市上福元町5456番地2 208-0808 　

Ｊ Ａ 葬 祭 天 祥 館 鹿児島市東谷山七丁目26番20号 260-4000 　

天 祥 館 光 山 斎 場 鹿児島市光山一丁目5番1号 262-4279 　

　店舗外ＡＴＭ設置台数４台

　（鹿児島市役所・タイヨー星ヶ峯店・Ａコープ吉田店・Ａコープ桜島店）
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